
四半期報告書

(第96期第２四半期)

株式会社ジャノメ

　



　



四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第95期

第２四半期
連結累計期間

第96期
第２四半期
連結累計期間

第95期

会計期間
自 2020年４月１日
至 2020年９月30日

自 2021年４月１日
至 2021年９月30日

自 2020年４月１日
至 2021年３月31日

売上高 (百万円) 21,248 21,224 43,839

経常利益 (百万円) 2,398 1,795 5,032

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 2,015 1,167 3,945

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 2,310 1,109 5,258

純資産額 (百万円) 27,367 30,891 30,316

総資産額 (百万円) 50,863 52,728 53,674

１株当たり四半期(当期)
純利益

(円) 104.25 60.38 204.12

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) ― ― ―

自己資本比率 (％) 52.1 56.9 54.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 4,950 △928 6,475

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △385 304 △648

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △1,972 △1,963 △3,161

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 9,152 7,215 9,985

回次
第95期

第２四半期
連結会計期間

第96期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 2020年７月１日
至 2020年９月30日

自 2021年７月１日
至 2021年９月30日

１株当たり四半期純利益 (円) 58.11 34.73

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

３．「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日）等を、第１四半期連結会計期間の

期首から適用しており、当第２四半期連結累計期間及び当第２四半期連結会計期間に係る主要な経営指標等

については当該会計基準等を適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている事業の内容

について、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

経営者が連結会社の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に重要な影響を与える可能性があると認識し

ている主要なリスクの発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更は

ありません。

なお、新型コロナウイルス感染症拡大につきましては、在宅勤務とそれに伴うネットワーク環境の整備・強化、大

規模社内会議や国内外への出張・訪問の自粛、業務以外の行動も含め、人が密集する場への参加自粛要請など、感染

状況に応じた各種対応を引き続き行っております。また、あらゆる販売チャネルを通じた商品の提供やサプライチェ

ーンの分散化により、事業への影響を最小限に抑えるよう努めております。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

なお、「収益認識に関する会計基準」(企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」とい

う。)等を経過的な取扱いに従って第１四半期連結会計期間の期首から適用しており、財政状態および経営成績に影

響を及ぼしています。詳細については、「第４ 経理の状況 １ 四半期連結財務諸表 注記事項 会計方針の変

更」に記載しています。

(1) 経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におきましては、新型コロナウイルスによる世界的な行動制限もワクチン接種の広が

りとともに緩和の動きが見られ、景気回復が進みました。一方で、東南アジアをはじめとする多くの新興国では感

染拡大が続いており、依然として予断を許さない状況となっております。

このような中、当社グループにおきましては、従業員の安全確保と事業の安定的な継続のため、引き続き徹底し

た感染対策を講じてまいりました。また、コロナ禍で伸長したミシン需要の持続とさらなる販売拡大に努めまし

た。

　この結果、当第２四半期の売上高は21,224百万円（前年同期比23百万円減）、営業利益は1,809百万円（前年同期

比557百万円減）、経常利益は1,795百万円（前年同期比603百万円減）、親会社株主に帰属する四半期純利益は

1,167百万円（前年同期比848百万円減）となりました。

　

セグメント別の概要は、次のとおりであります。

＜家庭用機器事業＞

海外ミシン市場では、世界的なコンテナ不足による物流問題や原材料高騰の影響を受けたものの、中・高価格帯

機種の販売を伸ばした北米や欧州、大洋州をはじめ、中東、ロシアなど、幅広い地域で概ね堅調に推移いたしまし

た。

国内ミシン市場においては、SNSを活用した情報発信に継続的に取り組むとともに、創業100周年を記念した消費

者参加型の企画を実施するなど、巣ごもりで増加したミシンユーザーの定着とさらなる拡大に向けて需要喚起に努

めました。こうした各種取り組みは好評を得たものの、好調だった前期の反動が大きく販売は伸び悩みました。

この結果、海外・国内ミシンの販売台数は86万台（前年同期比2千台増）、家庭用機器事業全体の売上高は17,104

百万円（前年同期比535百万円減）、営業利益は1,796百万円（前年同期比705百万円減）となりました。

　

＜産業機器事業＞

産業機器事業におきましては、コロナ禍で続いた設備投資意欲の減退は底打ちの傾向を見せており、市場環境が

好転しつつある中、北米では展示会への実出展を再開するなど、地域の感染状況に応じてオンラインとリアルを併

用した営業活動を推進いたしました。

このような状況下、卓上ロボット・サーボプレスの販売には下げ止まり感も見られた一方で、東南アジアでの感

染拡大により主力市場である自動車の減産が深刻化していることや、中国経済の不安など懸念材料も多く残る中、

本格的な回復には至りませんでした。
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その結果、産業機器事業全体の売上高は2,662百万円（前年同期比431百万円増）、営業損失は150百万円（前年同

期は213百万円の営業損失）となりました。

　

＜IT関連事業＞

ITソフトウェア開発や情報処理サービス、システム運用管理の受託等を行うIT関連事業では、生産性の向上によ

り利益率が改善し、売上高は1,159百万円（前年同期比102百万円増）、営業利益は174百万円（前年同期比97百万円

増）となりました。

(2) 財政状態の状況

当第２四半期末の総資産は52,728百万円（前連結会計年度末比945百万円減）となりました。

資産の部では、流動資産が現金及び預金の減少等により25,870百万円（前連結会計年度末比1,145百万円減）とな

りました。固定資産は繰延税金資産の増加、有形及び無形固定資産の減価償却等により26,858百万円（前連結会計

年度末比199百万円増）となりました。

負債の部は、流動負債が短期借入金の減少等により13,743百万円（前連結会計年度末比1,454百万円減）となり、

固定負債は長期リース債務の減少等により8,094百万円（前連結会計年度末比65百万円減）となりました。

純資産の部は、利益剰余金の増加等により30,891百万円（前連結会計年度末比574万円増）となりました。

(3) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末から2,769百万円減少し、

7,215百万円（前年同期比1,936百万円減）となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純利益1,794百万円、棚卸資産の増加2,286百万円、

法人税等の支払額780百万円などによる資金の増減があり、928百万円の資金の減少（前年同期は4,950百万円の資金

の増加）となりました。

投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻による収入843百万円、有形固定資産の取得による支出

478百万円などにより、304百万円の資金の増加（前年同期は385百万円の資金の減少）となりました。

財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入金の減少1,358百万円などにより、1,963百万円の資金の減少

（前年同期は1,972百万円の資金の減少）となりました。

(4) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に関する重要

な変更はありません。

(5) 研究開発活動

当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、723百万円であります。なお、当第２

四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 45,000,000

計 45,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2021年９月30日)

提出日現在発行数(株)
(2021年11月10日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 19,521,444 19,521,444
東京証券取引所
(市場第一部)

単元株式数
100株

計 19,521,444 19,521,444 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2021年７月１日～
2021年９月30日

― 19,521,444 ― 11,372 ― ―
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(5) 【大株主の状況】

2021年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数

(株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

日本マスタートラスト信託銀行
（株）信託口

東京都港区浜松町２－11－３ 1,669,100 8.63

大栄不動産（株） 東京都中央区日本橋室町１－１－８ 1,537,411 7.95

（株）りそな銀行 大阪府大阪市中央区備後町２－２－１ 758,708 3.92

（株）日本カストディ銀行信託
口

東京都中央区晴海１－８－12 385,000 1.99

（株）埼玉りそな銀行 埼玉県さいたま市浦和区常盤７－４－１ 343,200 1.77

蛇の目協力会持株会 東京都八王子市狭間町1463 314,600 1.62

蛇の目従業員持株会 東京都八王子市狭間町1463 301,000 1.55

THE BANK OF NEW YORK MELLON
140044（常任代理人 （株）みず
ほ銀行決済営業部）

240 GREENWICH STREET, NEW YORK, NY
10286, U. S. A.（東京都港区港南２－15－
１ 品川インターシティA棟）

240,800 1.24

不二サッシ（株）
神奈川県川崎市幸区鹿島田１－１－２
新川崎三井ビルディング

200,000 1.03

むさし証券（株） 埼玉県さいたま市大宮区桜木町４－333－13 184,200 0.95

計 － 5,934,019 30.69

(注) １．比率は少数点第３位を切り捨ててあります。

２．当社は自己株式190,067株を保有しておりますが、当該自己株式は議決権の行使が制限されるため、上記

の大株主から除いております。

３．日本マスタートラスト信託銀行株式会社及び株式会社日本カストディ銀行が所有している当社株式は、同

社の信託業務にかかる株式であります。
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

2021年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 190,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,311,100 193,111 ―

単元未満株式 普通株式 20,344 ― ―

発行済株式総数 19,521,444 ― ―

総株主の議決権 ― 193,111 ―

(注) 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,500株(議決権個数25個)含

まれております。

② 【自己株式等】

2021年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
（株）

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
蛇の目ミシン工業株式会社

東京都八王子市
狭間町1463番地

190,000 ― 190,000 0.97

計 ― 190,000 ― 190,000 0.97

（注）比率は小数点第３位を切り捨ててあります。

　

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(2021年７月１日から2021年

９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(2021年４月１日から2021年９月30日まで)に係る四半期連結財務諸表につ

いて、EY新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。

　



― 9 ―

１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 10,901 7,330

受取手形及び売掛金 6,865 7,029

商品及び製品 5,598 7,179

仕掛品 644 768

原材料及び貯蔵品 2,744 3,276

その他 538 563

貸倒引当金 △277 △276

流動資産合計 27,016 25,870

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 5,546 5,440

土地 13,961 13,951

その他（純額） 2,292 2,355

有形固定資産合計 21,800 21,748

無形固定資産

その他 758 712

無形固定資産合計 758 712

投資その他の資産 ※１ 4,098 ※１ 4,397

固定資産合計 26,658 26,858

資産合計 53,674 52,728
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(単位：百万円)

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,862 3,000

短期借入金 7,858 6,547

未払法人税等 817 853

賞与引当金 629 691

その他 3,029 2,651

流動負債合計 15,197 13,743

固定負債

再評価に係る繰延税金負債 3,387 3,387

退職給付に係る負債 4,002 4,037

その他 769 669

固定負債合計 8,159 8,094

負債合計 23,357 21,837

純資産の部

株主資本

資本金 11,372 11,372

利益剰余金 11,611 12,275

自己株式 △325 △325

株主資本合計 22,658 23,322

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 117 120

土地再評価差額金 6,643 6,643

為替換算調整勘定 154 86

退職給付に係る調整累計額 △215 △183

その他の包括利益累計額合計 6,700 6,666

非支配株主持分 957 902

純資産合計 30,316 30,891

負債純資産合計 53,674 52,728

　



― 11 ―

(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

売上高 21,248 21,224

売上原価 12,087 12,595

売上総利益 9,160 8,629

販売費及び一般管理費 ※1 6,793 ※1 6,820

営業利益 2,366 1,809

営業外収益

受取利息 3 1

受取配当金 30 39

その他 70 64

営業外収益合計 105 105

営業外費用

支払利息 41 33

為替差損 8 47

その他 23 37

営業外費用合計 73 119

経常利益 2,398 1,795

特別利益

固定資産売却益 86 3

特別利益合計 86 3

特別損失

固定資産除売却損 32 4

特別損失合計 32 4

税金等調整前四半期純利益 2,452 1,794

法人税、住民税及び事業税 472 833

法人税等調整額 △112 △253

法人税等合計 359 579

四半期純利益 2,092 1,214

非支配株主に帰属する四半期純利益 77 47

親会社株主に帰属する四半期純利益 2,015 1,167
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

四半期純利益 2,092 1,214

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 40 2

為替換算調整勘定 126 △139

退職給付に係る調整額 51 31

その他の包括利益合計 217 △105

四半期包括利益 2,310 1,109

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 2,252 1,132

非支配株主に係る四半期包括利益 57 △23
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：百万円)
前第２四半期連結累計期間

(自 2020年４月１日
　至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
　至 2021年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 2,452 1,794

減価償却費 571 516

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △78 △12

受取利息及び受取配当金 △34 △41

支払利息 41 33

売上債権の増減額（△は増加） 595 △181

棚卸資産の増減額（△は増加） 375 △2,286

仕入債務の増減額（△は減少） 440 196

その他 875 △178

小計 5,238 △158

利息及び配当金の受取額 38 43

利息の支払額 △41 △33

法人税等の支払額 △284 △780

営業活動によるキャッシュ・フロー 4,950 △928

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △649 △39

定期預金の払戻による収入 17 843

有価証券の取得による支出 ― △299

有価証券の売却による収入 ― 300

有形固定資産の取得による支出 △163 △478

有形固定資産の売却による収入 489 5

その他 △79 △25

投資活動によるキャッシュ・フロー △385 304

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,559 △1,358

配当金の支払額 △288 △479

その他 △123 △124

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,972 △1,963

現金及び現金同等物に係る換算差額 72 △182

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,665 △2,769

現金及び現金同等物の期首残高 6,487 9,985

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 9,152 ※ 7,215
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【注記事項】

(会計方針の変更等)

（収益認識に関する会計基準等の適用）

「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年３月31日。以下「収益認識会計基準」という。）

等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財

又はサービスと交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識することとしております。

これにより、売上リベート等の顧客に支払われる対価の一部については、販売費及び一般管理費として処理して

おりましたが、取引価格から減額する方法に変更しております。

収益認識会計基準等の適用については、収益認識会計基準第84項ただし書きに定める経過的な取扱いに従ってお

り、第１四半期連結会計期間の期首より前に新たな会計方針を遡及適用した場合の累積的影響額を、第１四半期連

結会計期間の期首の利益剰余金に加減し、当該期首残高から新たな会計方針を適用しております。

なお、収益認識会計基準等の適用による当第２四半期連結累計期間の損益及び期首利益剰余金に与える影響は軽

微であります。

また、「四半期財務諸表に関する会計基準」(企業会計基準第12号 2020年３月31日)第28－15項に定める経過的

な取扱いに従って、前第２四半期連結累計期間に係る顧客との契約から生じる収益を分解した情報を記載しており

ません。

（時価の算定に関する会計基準等の適用）

「時価の算定に関する会計基準」（企業会計基準第30号 2019年７月４日。以下「時価算定会計基準」とい

う。）等を第１四半期連結会計期間の期首から適用し、時価算定会計基準第19項及び「金融商品に関する会計基

準」（企業会計基準第10号 2019年７月４日）第44－２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準等

が定める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。なお、四半期連結財務諸表に与える影

響はありません。

(追加情報)

前連結会計年度の有価証券報告書の（追加情報）に記載した新型コロナウイルス感染症の今後の広がり方や収束

時期等を含む仮定について重要な変更はありません。

(四半期連結貸借対照表関係)

※１ 資産の金額から直接控除している貸倒引当金の額

前連結会計年度
(2021年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(2021年９月30日)

投資その他の資産 △36百万円 △36百万円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

販売手数料 494百万円 387百万円

従業員給料及び手当 2,440 2,480

賞与引当金繰入額 297 294

退職給付費用 98 80

減価償却費 105 88

貸倒引当金繰入額 21 2
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は下記のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

現金及び預金勘定 10,012百万円 7,330百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △860 △109

負の現金同等物としての当座借越 － △5

現金及び現金同等物 9,152 7,215

（株主資本等関係）

前第２四半期連結累計期間（自 2020年４月１日　至 2020年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2020年６月26日
定時株主総会

普通株式 289 15 2020年３月31日 2020年６月29日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

　該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間（自 2021年４月１日　至 2021年９月30日）

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年６月25日
定時株主総会

普通株式 483 25 2021年３月31日 2021年６月28日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間

の末日後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

2021年11月５日
取締役会

普通株式 289 15 2021年９月30日 2021年11月29日 利益剰余金

　 （注）１株当たり配当額15円は、創業100周年記念配当であります。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 2020年４月１日 至 2020年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計

家庭用機器 産業機器 ＩＴ関連 計

売上高

外部顧客への売上高 17,640 2,230 1,056 20,927 320 21,248

セグメント間の内部売上高
又は振替高

14 328 209 552 177 729

計 17,654 2,559 1,266 21,480 497 21,978

セグメント利益又は損失（△） 2,502 △213 77 2,366 △1 2,365

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 2,366

「その他」の区分の損失（△） △1

セグメント間取引消去 1

四半期連結損益計算書の営業利益 2,366
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Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 2021年４月１日 至 2021年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

(単位：百万円)

報告セグメント
その他
(注)

合計

家庭用機器 産業機器 ＩＴ関連 計

売上高

日本 2,801 1,762 1,159 5,723 188 5,912

北米 4,300 117 ― 4,418 ― 4,418

欧州 5,618 199 ― 5,817 ― 5,817

その他 4,383 582 ― 4,966 ― 4,966

顧客との契約から生じる収益 17,104 2,662 1,159 20,925 188 21,114

その他の収益 ― ― ― ― 109 109

外部顧客への売上高 17,104 2,662 1,159 20,925 298 21,224

セグメント間の内部売上高
又は振替高

2 479 221 703 139 842

計 17,106 3,142 1,380 21,628 437 22,066

セグメント利益又は損失（△） 1,796 △150 174 1,820 △13 1,807

(注) 「その他」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、不動産賃貸等を含んでおります。

２．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主な内容

(差異調整に関する事項)

(単位：百万円)

利益 金額

報告セグメント計 1,820

「その他」の区分の損失（△） △13

セグメント間取引消去 1

四半期連結損益計算書の営業利益 1,809

３．報告セグメントの変更等に関する事項

会計方針の変更に記載のとおり、第１四半期連結会計期間の期首から収益認識会計基準等を適用し、収益認識に

関する会計処理方法を変更したため、事業セグメントの利益又は損失の算定方法を同様に変更しております。

これによる各事業セグメントにおける当第２四半期連結累計期間の外部顧客への売上高及びセグメント損益への

影響は軽微であります。

(収益認識関係)

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載のとおりでありま
す。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 2020年４月１日
至 2020年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 2021年４月１日
至 2021年９月30日)

１株当たり四半期純利益 104円25銭 60円38銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益(百万円) 2,015 1,167

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益(百万円)

2,015 1,167

普通株式の期中平均株式数(千株) 19,331 19,331

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第96期（2021年４月1日から2022年３月31日まで）中間配当について、2021年11月５日開催の取締役会において、

2021年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 289百万円

② １株当たりの金額 15円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 2021年11月29日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。

　



　



独立監査人の四半期レビュー報告書

2021年11月10日

株式会社ジャノメ

取締役会 御中

ＥＹ新日本有限責任監査法人

東京事務所

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 渡 辺 力 夫

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 原 賀 恒 一 郎

監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ジャノ

メの2021年４月１日から2022年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間（2021年７月１日から2021年９

月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（2021年４月１日から2021年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、す

なわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー

計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ジャノメ及び連結子会社の2021年９月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示してい

ないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責

任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立

しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠

を入手したと判断している。

四半期連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　四半期連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期連結財務諸表を作成することが

適切であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

四半期連結財務諸表の四半期レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した四半期レビューに基づいて、四半期レビュー報告書において独立の立場から四半

期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に従って、四半期レビューの過程を通

じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の四半期レビュ

ー手続を実施する。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施

　



される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥

当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、四半期レビュー報告書

において四半期連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する四半期連結財務諸表の

注記事項が適切でない場合は、四半期連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められて

いる。監査人の結論は、四半期レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、

企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作

成基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた四半期連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに四半期連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと

信じさせる事項が認められないかどうかを評価する。

・ 四半期連結財務諸表に対する結論を表明するために、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監

査人は、四半期連結財務諸表の四半期レビューに関する指示、監督及び実施に関して責任がある。監査人は、単独で

監査人の結論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した四半期レビューの範囲とその実施時期、四半期レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに

監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽減するためにセーフガードを講

じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。

　



【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 関東財務局長

【提出日】 2021年11月10日

【会社名】 株式会社ジャノメ

(旧会社名 蛇の目ミシン工業株式会社)

【英訳名】 JANOME Corporation

(旧英訳名 JANOME SEWING MACHINE CO., LTD.)

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 齋藤 真

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 東京都八王子市狭間町1463番地

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

　



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長 齋藤真は、当社の第96期第２四半期（自 2021年７月１日 至 2021年９月30日）の四半期

報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

特記すべき事項はありません。
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